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１．１5年３月期の連結業績 （平成１4年４月１日～平成１5年３月３１日） 
（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
           売 上 高                        営 業 利 益                      経 常 利 益           
 百万円    ％           百万円          ％          百万円            ％ 
15年3月期      522,820   8.7           17,847     352.1      10,821           － 
14年3月期      480,902   △9.8            3,947       △ 84.7     △3,164           － 
 
 １ 株 当 た り 潜 在 株 式調 整 後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高 
 

      当期純利益          
当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率 

          百万円          ％       円   銭        円    銭         ％        ％       ％ 
15年3月期       △2,670         － △ 5 22          － △1.4 1.8 2.1 
14年3月期      △17,696         － △31  79           －   △8.1 △0.5  △0.7 
 （注）①持分法投資損益           15年3月期     3,378 百万円       14年3月期  2,564百万円 
        ②期中平均株数（連結）    15年3月期  544,299,461株        14年3月期 556,567,580株 
        ③会計処理の方法の変更       無 
        ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
（２）連結財政状態 
 総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
                 百万円               百万円               ％          円    銭 
15年3月期             593,098       170,566          28.8       316    27 
14年3月期             642,823           208,179          32.4       378    03 
 （注）期末発行済株式数（連結）  15年3月期 539,313,053株         14年3月期 550,702,953株 
        
（３）連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による     

キャッシュ・フロー 
投資活動による     

キャッシュ・フロー 
財務活動による     

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 
                 百万円                百万円                百万円             百万円 
15年3月期       30,961      △16,223          △11,819         58,938 
14年3月期             30,331          △34,372              12,919           56,558 

 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数   76社       持分法適用非連結子会社数    0社      持分法適用関連会社数   22社 
 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結   （新規）  4社   （除外）  2社                   持分法  （新規）  2社    （除外）   0社 
          

２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
 売    上    高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 
                        百万円                      百万円                      百万円 
中間期 
通  期 

      247,000 
       492,000 

6,500 
16,500 

2,000 
8,000 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  14円 83銭     
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結６ページを参照して下さい。
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１．企業集団の状況 
事業の内容 

当社グループは、当社、子会社７６社及び関連会社２２社により構成されており、主として軸受、自動

車関連部品、精密機器関連製品、その他の事業を行っております。その製品は、自動車、電機・情報機器、

工作機械、産業機械、鉄道・産業車両、鉄鋼等多くの産業に使用されております。 

 

各事業における主要製品、当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 

 

事業区分 主要製品 主要製造会社 主要販売会社 
       

    当  社  当  社 
    ＮＳＫ福島（株）  ＮＳＫ販売（株） 
    新日本鋼球（株）  エヌエスケー・オートリブ（株） 
    ＮＳＫマイクロプレシジョン（株）  ＮＳＫコーポレーション社 
   ※ ＮＳＫトリントン（株）  ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 
  標準玉軸受 ※ 井上軸受工業（株）  ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社    
  ミニアチュア・小径軸受 ※ （株）天辻鋼球製作所  ＮＳＫカナダ社 
 軸  受  ころ軸受  ＮＳＫコーポレーション社  ＮＳＫブラジル社 
  ハブユニット  ＮＳＫブラジル社  ＮＳＫ ＵＫ社 
  ニードル軸受  ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール社  ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社 

    ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社  ＮＳＫドイツ社 
    ＮＳＫイスクラ社  ＮＳＫイスクラ社 
    ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール・ヨーロッパ社  ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

    ＮＳＫベアリング・インドネシア社  ＮＳＫシンガポール社 
    ＮＳＫマイクロプレシジョン（Ｍ）社  昆山恩斯克有限公司 
    昆山恩斯克有限公司  ＮＳＫ韓国社 
    ＮＳＫ韓国社   
       
       
  ステアリング  当  社   
 自動車  電動パワーステアリング  ＮＳＫステアリングシステムズ（株）   
  関連部品  自動変速機(AT)用部品  エヌエスケー・オートリブ（株）   
  シートベルト ※ ＮＳＫワーナー（株）   
    ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社   
    ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社   
       
       
 精密機器  ボールねじ  ＮＳＫプレシジョン㈱    
  関連製品  リニアガイド  ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社   
  ＸＹテーブル     
  メガトルクモータ     

       

その他  機械設備等  ─  日京産業（株） 

 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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以上の事業の概略を系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               は製品の流れ 

                                               は部品等の流れ 

  

上記以外の主要な会社として、米州、欧州におきましては、それぞれの地域の関係会社の統括を行う 

ＮＳＫアメリカズ社とＮＳＫヨーロッパ社があります。 

 

※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 

 

   

海外販売会社海外販売会社海外販売会社海外販売会社    
 ＮＳＫカナダ社 

 ＮＳＫ ＵＫ社 

 ＮＳＫドイツ社 

 ＮＳＫインターナショナル(シンガポール)社 

 ＮＳＫシンガポール社 

海外製造会社海外製造会社海外製造会社海外製造会社        
（軸受）  

  ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 

  ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

  ＮＳＫマイクロプレシジョン（Ｍ）社 

  ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール社 

  ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール 
           ・ヨーロッパ社 

 

海外製造・販売会社海外製造・販売会社海外製造・販売会社海外製造・販売会社    

 (軸受) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫブラジル社 

  ＮＳＫイスクラ社 

  昆山恩斯克有限公司 

  ＮＳＫ韓国社 

 (自動車関連部品) 

  ＮＳＫステアリングシステムズ 
         ・アメリカ社 

  ＮＳＫステアリングシステムズ 
         ・ヨーロッパ社 

 (精密機器関連製品) 

  ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 

 

 

日  本  精  工  （株） （当  社） 
（軸受、自動車関連部品、精密機器関連製品の製造及び販売）

 

国内製造・販売会社国内製造・販売会社国内製造・販売会社国内製造・販売会社    
エヌエスケー・オートリブ（株） 

国内販売会社国内販売会社国内販売会社国内販売会社    
 ＮＳＫ販売（株） 

代 理 店 ・ 販 売 店 ・ 大 口 需 要 先 等 

国内製造会社国内製造会社国内製造会社国内製造会社    
（軸受） 

  ＮＳＫ福島（株） 

  新日本鋼球（株） 

  ＮＳＫマイクロプレシジョン（株） 

 ※ＮＳＫトリントン（株） 

 ※井上軸受工業（株） 

 ※（株）天辻鋼球製作所 

（自動車関連部品） 

  ＮＳＫステアリングシステムズ（株） 

 ※ＮＳＫワーナー（株） 

（精密機器関連製品） 

  ＮＳＫプレシジョン㈱ 
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２．経営方針 
１．経営の基本方針 

 当社は経営環境が急激なスピードで変化する中で、ブランド力を一層高め、国際的に評価される優

良企業を目指します。このために、 

1) ユーザーの多様なニーズに対し、顧客満足度ＮＯ.１を目指し技術と生産及び販売の QCDS（Quality, 

Cost, Delivery, Service）を向上させてまいります。 

2) 基幹技術である摩擦と潤滑を制御するトライボロジー技術を通して、地球環境のエネルギー負荷の

軽減に貢献してまいります。 

3) 世界各地に広がるネットワーク拠点が、それぞれの地域社会の良き企業市民となるよう努力してま

いります。 
 

２．利益配分の基本方針 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきまして

は、安定的な配当を継続実施していくことを基本とし、業績水準、配当性向等を総合的に勘案して決

定していきたいと考えております。 
 

３．目標とする経営指標 

安定的な収益力を表わすものとして営業利益率を重視しますとともに、資産の効率性を追求してキ

ャッシュ・フローに目を向け、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を目指してまいります。 
 

４．中長期的な経営戦略 

今まで以上にスピードアップしている事業環境の変化を先取りし的確に対応していくことが競争に

打ち勝ち、成長していくための基本と考えます。 

そのため、第一にグローバルに戦略整合性のある組織を構築してまいります。ステアリング、精機

製品と、軸受の一部は分社化を実施しましたが、それらの機能を高めグローバルな組織として強化す

る段階に進めてまいります。第二に、これら闘う小集団としての組織が執着心を持って収益力向上に

邁進できるよう全社戦略を掲げ、推進するグループ経営力を強化してまいります。第三に営業力、技

術開発力を強靭なものにしてまいります。グローバルな販売企画力の強化によって、高いポテンシャ

ルを有している技術部門における新商品開発をリードし具現化に結び付けてまいります。これらを三

位一体で推進し、次なる成長を実現してまいります。 

また、地域戦略としてはアジア、とりわけ中国については成長マーケットとして重視するとともに、

グローバルな生産、ロジスティックの拠点としてその体制を増強してまいります。 
 

５．対処すべき課題 

依然厳しい事業環境のなかで、引き続き収益向上を図っていくために、生産革新、賃金・雇用構造

改革、前工程・調達革新を中身とした「事業構造改革の完遂」を図ってまいります。経営資源をグロ

ーバルに、戦略的に集中させる施策を推進するとともに、自前主義にとらわれないアライアンスにつ

いても積極的に推進を行ってまいります。さらに、体質改善として、バランスシート改革、品質改善

を強化してまいります。 

また、取引先へのサービス向上と業務プロセスの大幅な変革に向け、「ｅ」イノベーションの取り

組みを展開しておりますが更に利便性の高いものを目指してまいります。 

環境保護につきましても、当期においてゼロエミッションを達成するなどの実績をあげてまいりま

したが、継続的に取り組んでまいります。 
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６．コーポレートガバナンスに関する基本的考え方及びその施策の実行状況 

当社は「経営の意思決定並びに監督機能」と「業務執行機能」の分離を行い、経営の透明性の向上

に努めるなどコーポレートガバナンスの強化にいち早く取り組んでまいりました。平成１１年以降、

取締役会の構成人数の最適化と活性化、執行役員制の導入、社外取締役の選任、社外取締役を長とし

た報酬委員会の設置を実施しております。 

ガバナンス体制の一層の強化、充実は重要な課題であると考え、新たな内部監査体制の確立を目指

すプロジェクトチームとして委員長を社外取締役とし、他に第三者を加えた構成員による監査体制準

備委員会をこの４月に発足させました。 

 
 

３．経営成績 及び 財政状態 
 
１．当期の概況 

（１）業  績 

当期におけるわが国経済は、米国向け自動車輸出とアジア向けの輸出増が景気の下支えとなり年初か

ら緩やかな回復基調を維持してまいりましたが、個人消費は底堅いとはいえ横ばい状態であり、また設

備投資は依然低迷したままで３年連続の前年割れが見込まれるなど、雇用・所得環境の低迷、株価の続

落、金融不安等々、経済構造の脆弱性を残したままの厳しい要因を抱えながらの回復でありました。 

一方、海外におきましては、米国経済は好調な個人消費を背景に堅調に推移しましたが、設備投資は

引き続き低調でした。欧州経済は相対的に堅調でありました 2001 年に比し低迷いたしました。アジア経

済は堅調な輸出に牽引されるかたちで回復基調となりました。 

このような状況にあって、当社グループは、引き続き事業構造改革を推進し、激しい環境変化の中で

生き残るために、収益体質の改善に取り組んでまいりました。 

その結果、当期の業績は、売上高が 5,228 億 20 百万円と対前期比で 419 億 18 百万円（+8.7％）の増

収となりました。また、利益につきましても、営業利益は 178 億 47 百万円、経常利益は 108 億 21 百万

円と、対前期比で、それぞれ 139 億円、139 億 85 百万円と大幅な増益となりました。 

また、退職給付信託設定益 118 億 91 百円、投資有価証券売却益 32 億 3 百万円等を特別利益に計上し

ました一方で、投資有価証券評価損 128 億 99 百万円の他に事業構造改善費用として 150 億 30 百万円等

を特別損失に計上いたしました。 

これに、法人税、住民税及び事業税を計上し、税効果会計による法人税等調整額等を加味しました結

果、26 億 70 百万円の当期純損失となりました。 

なお、当社の当期の期末配当金につきましては、安定配当継続実施の基本方針及び次期の業績予想等

を勘案いたしまして１株につき２円５０銭とし、中間配当金と合わせ年間では５円とさせていただきま

す。 
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事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
 

①軸受 

国内販売につきましては、自動車関連向けが前期後半からの好調が継続しましたのを始め、電機・

情報産業その他の産業向け、市販向けも回復を示し、前期を上回る売上高となりました。海外では米

州が順調だったのを始め、アジア、欧州ともに堅調に推移いたしました。これにより、軸受の売上高

は 3,219 億 60 百万円と、前期に比べ 196 億円（＋6.5％）の増収となり、営業利益は 221 億 42 百万円

となりました。 
 
②自動車関連部品 

国内販売につきましては、電動パワーステアリングは大きく増加しました他にオートマチックトラ

ンスミッション用部品が好調で、ステアリングは微減となりましたものの自動車関連部品全体では、

前期に対して大きな伸長を示しました。海外でも順調に売上が増加し、アジアがタイ現地生産で倍増

したのを始め、欧州、米州とも前期を上回りました結果、自動車関連部品全体の売上高は 1,506 億 63

百万円と、前期に比べ 224 億 95 百万円（+17.6％）の増収となり、営業利益は 42 億 60 百万円となり

ました。 
 
③精密機器関連製品 

国内販売につきましては、半導体製造装置関連や工作機械向けなどの需要の回復が顕著であり、売

上高も順調に回復してまいりました。海外につきましては、アジアが順調に売上を伸ばしたのに対し

欧州、米州は回復の勢いが弱く前年を下回る結果となりました。精密機器関連製品全体では、売上高

は 348 億 98 百万円と前期に比べ 9 億 24 百万円（+2.7％）と前年を上回りましたが、62 億 90 百万円

の営業損失となりました。 
 
④その他 

当期売上高は 152 億 97 百万円と前期に比べ 11 億 1百万円（△6.7%）の減収となり、営業利益は 11

億 26 百万円となりました。 
 
所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 
①日本 

国内販売では、自動車関連向けが順調であったほか電機・情報及び市販向けも堅調で、また半導体

製造装置関連及び工作機械向けに精密機器関連製品が大幅に増加いたしました。 

この結果、売上高は 3,194 億 65 百万円と前期に比べ 283 億 77 百万円（+9.7％）の増収となり、営

業利益は 171 億 67 百万円となりました。 
 

②米州 

半導体製造装置関連が低迷したままで精密機器関連製品の売上は回復に至りませんでしたが、自動

車関連向けが好調で自動車関連部品、軸受とも売上が前年を上回りました。 

この結果、売上高は 770 億 83 百万円と前期に比べ 40億 62 百万円（+5.6％）の増収となり、営業利

益は 19 億 99 百万円となりました。 
 

③欧州 

欧州は電動パワーステアリングの売上が大幅増となったのを始め、軸受販売も堅調に推移しました

結果、精密機器関連製品の売上が伸びなかったものの、売上高は 814 億 83 百万円と 50 億 11 百万円

（+6.6%）の増収となりました。生産体制の再編成や間接部門の合理化などの収益改善を進め、営業損

失は 23 億 51 百万円までに圧縮してまいりました。 
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④アジア 

アジア経済の対米国を始めとする輸出の好調、中国内需の成長、タイにおける現地生産の拡大など

で自動車関連部品、精密機器関連製品が好調だった他に軸受も堅調に回復した結果、売上高は 447 億

86 百万円と前期に比べて 44 億 67 百万円（+11.1％）の増収となり、営業利益は 45 億 41 百万円とな

りました。 
 
 

（２）キャッシュ・フローの状況 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失を 21 億 27 百万円計上いた

しましたものの、棚卸資産の圧縮等に努めました結果、309 億 61 百万円の収入となりました。 

当期の投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却等による収入がありましたもの

の、成長が見込まれる分野への設備投資等、有形固定資産の取得による支出により、162 億 23 百万円

の支出となりました。 

当期の財務活動によるキャッシュ・フローは、社債償還 200 億円、借入金の返済、自己株式の取得

等による支出が、社債発行 200 億円や借入の実行等による収入を上回りました結果、118 億 19 百万円

の支出となりました。 

これらの結果、当期末の現金及び現金同等物の残高は 589 億 38 百万円と前期末に比べ 23 億 80 百万

円の増加となりました。 
 

なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 
 

 平成 12 年 3月期 平成 13 年 3月期 平成 14 年 3月期 平成 15 年 3月期 

自己資本比率(％) 32.3 33.4 32.4 28.8 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(％) 64.5 46.7 47.1 29.3 

債務償還年数(年) 12.8 10.1 9.0 8.6 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 2.0 2.5 4.2 4.1 

   
 自己資本比率      ：自己資本／総資産 
 時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 
 債務償還年数      ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
  ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ    ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 
（注） １．いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出
しております。 

３．有利子負債は、貸借対照表に計上されている社債、借入金及びコマーシャルペーパ
ーの合計額を対象としております。 

 

２．次期の見通し 

わが国経済は緩やかな回復基調が持続するとはいえ、内需は弱く依然として輸出依存型との見方が多く、

最大の輸出先である米国経済のほかアジアにおいても景気の先行きは不透明であり、経営環境は依然厳し

い状況が続くものと考えられます。 

次期の連結業績につきましては、このような状況下で通期での売上高は 4,920 億円を予想しております。

収益面につきましては、通期での経常利益を 165 億円、当期純利益は 80 億円を予想しております。なお、

通期の想定為替レートは１US$＝118 円を使用しております。 
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 ４ . 連 結 財 務 諸 表 等  
(１)連結貸借対照表 

(単位 百万円) 

科   目

 
当連結会計年度 

平成 15 年 3 月 31 日現在 

前連結会計年度 
平成 14 年 3 月 31 日現在 

比較増減  

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
２８５，７４９ 

 
２９１，４９０ 

 
△５，７４１ 

 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 
有 価 証 券 
棚 卸 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

３７，２７１ 
１１３，５１３ 
１７，５６５ 
８３，４８７ 
３５，１８６ 
△１，２７６ 

 
３０７，３４９ 

２４，４６５ 
１１２，６５５ 
３０，７３７ 
９７，４５９ 
２７，８２５ 
△１，６５３ 

 
３５１，３３２ 

１２，８０６ 
８５８ 

△１３，１７２ 
△１３，９７２ 
７，３６１ 
３７７ 

 
△４３，９８３ 

 

 
有 形 固 定 資 産  

 
１９８，６３５ 

 
２１７，５６５ 

 
△１８，９３０ 

 

建 物 及 び 構 築 物 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 
土 地 
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 

 
無 形 固 定 資 産  

６５，２８２ 
９５，５１７ 
２２，９１５ 
１４，９２０ 

 
２，７３２ 

６７，９５４ 
１０４，８５８ 
２４，３５９ 
２０，３９３ 

 
２，６１４ 

△２，６７２ 
△９，３４１ 
△１，４４４ 
△５，４７３ 

 
１１８ 

 

 
投 資 そ の 他 の 資 産  

 
１０５，９８１ 

 
１３１，１５３ 

 
△２５，１７２ 

 

投 資 有 価 証 券 ７９，６９７ １２２，７７７ △４３，０８０  
長 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産 
前 払 年 金 費 用 
そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産 
貸 倒 引 当 金 

２７１ 
５，３２５ 
１４，８４２ 
７，３０６ 
△１，４６１ 

２８１ 
１，５５７ 

－ 
８，６９８ 
△２，１６１ 

△１０ 
３，７６８ 
１４，８４２ 
△１，３９２ 

７００ 

 

     
資 産 合 計 ５９３，０９８ ６４２，８２３ △４９，７２５  
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(単位 百万円) 

科   目

 
当連結会計年度 

平成 15 年 3 月 31 日現在 

前連結会計年度 
平成 14 年 3 月 31 日現在 

比較増減  

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
２２７，３１４ 

 
２３９，３７８ 

 
△１２，０６４ 

 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
未 払 法 人 税 等 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

８７，３８２ 
９３，１０２ 
１０，０００ 
３，８１６ 
３３，０１２ 

 
１８３，４８１ 

８６，３４６ 
９８，４５３ 
２０，０００ 
１，３７７ 
３３，２００ 

 
１８２，４５５ 

１，０３６ 
△５，３５１ 
△１０，０００ 
２，４３９ 
△１８８ 

 
１，０２６ 

 

社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

１０６，９８９ 
５７，６８８ 
２，７５６ 
６，５０３ 
１，６６８ 
７，８７５ 

９６，９８９ 
５６，９１７ 
６，９４５ 
１３，１４１ 
１，６００ 
６，８５９ 

１０，０００ 
７７１ 

△４，１８９ 
△６，６３８ 

６８ 
１，０１６ 

 

     
負 債 合 計 ４１０，７９５ ４２１，８３３ △１１，０３８  

(少 数 株 主 持 分 )  
少 数 株 主 持 分  

 
１１，７３６ 

 
１２，８１０ 

 
△１，０７４ 

 

 
(資 本 の 部 )  

資  本  金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
自 己 株 式 

 
 

６７，１７６ 
７７，９２３ 
４８，３６６ 
５，１３３ 

△２３，６７０ 
△４，３６２ 

 
 

６７，１７６ 
７７，９２３ 
５３，９２１ 
２４，３１６ 
△１４，７４９ 

△４０８ 

 
 
－ 
－ 

△５，５５５ 
△１９，１８３ 
△８，９２１ 
△３，９５４ 

 

資 本 合 計 １７０，５６６ ２０８，１７９ △３７，６１３  

負債、少数株主持分及び資本合計 ５９３，０９８ ６４２，８２３ △４９，７２５  

 

   当連結会計年度                 前連結会計年度 
（注）１．有形固定資産の減価償却累計額       ３９９，８５６百万円       ３９５，２５４百万円 
    
       ２．受 取 手 形 割 引 高                      ― 百万円                ９７百万円 
         保 証 債 務 等                  ９１４百万円         １，２７４百万円 
         （保証類似行為を含めております。） 
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(２)連結損益計算書 
(単位 百万円)

 科   目 

当連結会計年度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15年 3月 31日 

前連結会計年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14年 3月 31日 比 較 増  減 

 金 額 対売上高 
比 率 

金 額 対売上高 
比 率 

金  額 伸び率 

 
売       上       高 
売 上 原 価 
売 上 総 利 益 

 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
５２２，８２０ 
４２０，１０４ 
１０２，７１５ 

 
８４，８６７ 
１７，８４７ 

％ 
100.0 
80.4 
19.6 

 
16.2 
3.4 

 
 ４８０，９０２ 
３９３，６３６ 
８７，２６５ 

 
８３，３１８ 
３，９４７ 

％ 
100.0 
81.9 
18.1 
 

17.3 
0.8 

 
４１，９１８ 
２６，４６８ 
１５，４５０ 

 
１，５４９ 
１３，９００ 

％ 

8.7 
6.7 
17.7 
 

1.9 
352.1 

 
営 業 外 収 益 

 
８，１００ 

 
1.6 

 
７，５８５ 

 
1.6 

 
５１５ 

 
6.8 

受取利息及び配当金 
持分法による投資利益 
雑 益 

 

営 業 外 費 用 

１，８１５ 
３，３７８ 
２，９０５ 

 

１５，１２６ 

0.4 
0.6 
0.6 

  

     2.9 

２，１２７ 
２，５６４ 
２，８９４ 

 

１４，６９８ 

0.5 
0.5 
0.6 

  

     3.1 

△３１２ 
８１４ 
１１ 

 

４２８ 

△14.6 
31.8 
0.4 
 

2.9 
支 払 利 息 
雑 損 

経常利益又は経常損失(△) 

６，５６７ 
８，５５８ 

１０，８２１ 

1.3 
1.6 

2.1 

７，７５７ 
６，９４０ 

△３，１６４ 

1.6 
1.5 

△0.7 

△１，１９０ 
１，６１８ 

１３，９８５ 

△15.3 
23.3 

－ 

特別利益 １５，９７７ 3.1 ９，５８９ 2.0 ６，３８８ 66.6 
投資有価証券売却益 
固 定 資 産 売 却 益 
退職給付信託設定益 
 
特別損失 

３，２０３ 
８８１ 

１１，８９１ 
 

２８，９２５ 

0.6 
0.2 
2.3 
 

5.6 

３１３ 
９，２７６ 

－ 
 

１６，７４９ 

0.1 
1.9 
－ 
 

3.4 

２，８９０ 
△８，３９５ 
１１，８９１ 

 
１２，１７６ 

923.0 
△90.5 
－ 
 

72.7 
事 業 構 造 改 善 費 用 
投資有価証券評価損 
関係会社株式売却損 
退職給付引当金繰入額 

 
税金等調整前当期純損失（△） 

１５，０３０ 
１２，８９９ 

８４４ 
１５１ 

 
△２，１２７ 

2.9 
2.5 
0.2 
0.0 

 

△0.4 

３，８５０ 
１２，８９８ 

－ 
－ 

 

△１０，３２４ 

0.8 
2.6 
－ 
－ 

 

△2.1 

１１，１８０ 
１ 

８４４ 
１５１ 

 

８，１９７ 

290.3 
0.0 
－ 
－ 

 

－ 
法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 還 付 額 
法 人 税 等 調 整 額 

５，３８０ 
２１６ 

△４，１９３ 

1.0 
0.0 

△0.8 

３，４８１ 
－ 

３，６９９ 

0.7 
－ 
0.8 

１，８９９ 
２１６ 

△７，８９２ 

54.5 
－ 
－ 

少 数 株 主 利 益 
少 数 株 主 損 失 
 
当 期 純 損 失 (△ ) 

－ 
４２６ 

 
△２，６７０ 

－ 
0.1 
 

△0.5 

１９０ 
－ 
 

△１７，６９６ 

0.1 
－ 
 

△3.7 

△１９０ 
４２６ 

 
１５，０２６ 

－ 
－ 
 
－ 
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 (３)連結剰余金計算書    

(単位 百万円) 

科 目  

当連結会計年度 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 

自 平成13年4月 1日 

至 平成14年3月31日    

比 較 増 減 

資 本 剰 余 金 の 部    

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ７７,９２３ ８２，３５９ △４，４３６ 

資 本 剰 余 金 増 加 高 

転換社債の株式への転換による増加 － １ △１ 

資 本 剰 余 金 減 少 高 

自己株式消却額 － ４,４３７ △４，４３７ 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ７７，９２３ ７７，９２３ － 

利 益 剰 余 金 の 部    

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ５３，９２１ ７４，４５３ △２０，５３２ 

利 益 剰 余 金 減 少 高 ２，８８４ ２，８３６ ４８ 

配 当 金 

役 員 賞 与 

 

当 期 純 損 失 ( △ ) 

２，７１１ 

１７２ 

 

△２，６７０ 

２，７７９ 

  ５６ 

 

△１７，６９６ 

△６８ 

１１６ 

 

１５，０２６ 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ４８，３６６ ５３，９２１ △５，５５５ 
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(４)連結キャッシュ・フロー計算書                      

 (単位 百万円) 

 
 
 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

比 較 増 減 
     

科         目 
金      額 金      額 金    額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 ( △ ) △２，１２７ △１０，３２４ ８，１９７ 
2. 減 価 償 却 費 ２８，８１２ ２７，５３６ １，２７６ 
3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  － ４００ △４００ 
4. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) △１，０６０ １，１０１ △２，１６１ 
5. 退 職 給 付引 当金及び前払年金費用の増減額 △１５，０７６ △１，４９８ △１３，５７８ 
6. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △１，８１５ △２，１２７ ３１２ 
7. 支 払 利 息 ６，５６７ ７，７５７ △１，１９０ 
8. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △３，３７８ △２，５６４ △８１４ 
9. 有 形 固 定 資 産 売 却 益 △８８１ △９，２７６ ８，３９５ 
10. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △３，２０３ △３１３ △２，８９０ 
11. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 １２，８９９ １２，８９８ １ 
12. 関 係 会 社 株 式 売 却 損 ８４４ － ８４４ 
13. 事 業 構 造 改 善 費 用 ２，０８７ － ２，０８７ 
14. 売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) △２，３５４ ３４，８１３ △３７，１６７ 
15. 棚 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) １０，５７７ １０，２９２ ２８５ 
16. 仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) １，３１６ △１９，７５３ ２１，０６９ 
17. そ の 他 ３，２５２ △５，６０４ ８，８５６ 

 小                 計 ３６，４５９ ４３，３３６ △６，８７７ 

18. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ３，３６７ ３，５３９ △１７２ 
19. 利 息 の 支 払 額 △７，４７５ △７，１３９ △３３６ 
20. 法 人 税 等 の 支 払 額 △１，３８９ △９，４０４ ８，０１５ 

 営業活動によるキャッシュ・フロー ３０，９６１ ３０，３３１ ６３０ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
1. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △２４，７３４ △４２，３９３ １７，６５９ 
2. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ３，０６５ １１，０３９ △７，９７４ 
3. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △１，０８８ △４，７０８ ３，６２０ 
4. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ７，２２７ ２，６１５ ４，６１２ 
5. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △２３１ ２３１ 
6. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 － ２７３ △２７３ 
7. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 １，０４６ － １，０４６ 
8. 持 分 法 適 用 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △５６５ △７５ △４９０ 
9. 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △１７８ △３９４ ２１６ 
10. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １９８ ２１２ △１４ 
11. そ の 他 △１，１９４ △７１０ △４８４ 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △１６，２２３ △３４，３７２ １８，１４９ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
1. 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) △７，０２５ １０１ △７，１２６ 
2. コマーシャルペーパーの純増減額 ( 減 少 ： △ ) － △１０，０００     １０，０００ 
3. 長 期 借 入 に よ る 収 入 １３，０１４ ３８，１５１ △２５，１３７ 
4. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △１１，１４８ △７，２８６ △３，８６２ 
5. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 ２０，０００ － ２０，０００ 
6. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △２０，０００ △２７０ △１９，７３０ 
7. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △３，６６５ △４，４６２ ７９７ 
8. 配 当 金 の 支 払 額 △２，７２１ △３，０８５ ３６４ 
9. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △１４０ △１２４ △１６ 
10. そ の 他 △１３２ △１０４ △２８ 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △１１，８１９ １２，９１９ △２４，７３８ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                   △５３９ ９６７ △１，５０６ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  (減少：△) ２，３８０ ９，８４６ △７，４６６ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                ５６，５５８ ４６，７１２ ９，８４６ 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高                ５８，９３８ ５６，５５８ ２，３８０ 
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

  （１）連結子会社 

連結子会社数は７６社（国内２３社、海外５３社）であり、全ての子会社を連結の範囲に含めております。 

     主要会社名：ＮＳＫ販売㈱、ＮＳＫ福島㈱、ＮＳＫステアリングシステムズ㈱、ＮＳＫプレシジョン㈱ 

         ＮＳＫアメリカズ社、ＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

  （２）持分法適用会社 

  持分法を適用する会社数は２２社（国内１３社、海外９社）であり、全ての関連会社に持分法を適用しております。 

     主要会社名：ＮＳＫトリントン㈱、ＮＳＫワーナー㈱、㈱天辻鋼球製作所  
 

  （３）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結子会社  

・新規設立による増加      ：４社 ＮＳＫプレシジョン㈱、東莞恩斯克転向器有限公司、ＮＳＫインドネシア社 
                    張家港恩斯克精密機械有限公司 
・株式譲渡による減少      ：１社 ヴォルツァラガー・インダストリベルケ・ブレ社      

   持分法適用会社  

・新規設立による増加      ：１社 鉄姆肯―恩斯克軸承（蘇州）有限公司 
・所有割合変更に伴い      ：１社  エアロエンジン・ベアリングＵＫ社 

連結子会社から異動 
 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 海外連結子会社５３社、中外商事㈱、エヌエスケー・オートリブ㈱及びドライブシャフト・テクノロジー㈱の決算日

は１２月末日であり、新日本鋼球㈱の決算日は２月末日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた連結会社間の重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。 
 

３．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

②  棚卸資産 

製品及び材料は、総平均法に基づく低価法であります。 

仕掛品は総平均法に基づく原価法、貯蔵品は移動平均法に基づく原価法であります。 
   
（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

  有形固定資産 

原則として定率法によっておりますが、一部の連結子会社及び国内会社の平成10年４月１日以降に取得した 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。 
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（３）重要な引当金の計上基準   

① 貸倒引当金 

    貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した期末の金銭債権に対し、一般債権につい

ては貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上し

ております。 

② 退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき退職給付引当金

または前払年金費用を計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社は役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
  
（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場 

により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 
 
（５）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主として 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 一部の在外子会社については、通常の売買取引に準じた会計処理によっております。 
       
（６）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件

を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

       ヘッジ手段          ヘッジ対象 

       為替予約      外貨建債権債務 
   金利スワップ        借入金 

③ ヘッジ方針 

当社グループは、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権債務

の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利スワップ取引

を行うものとしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価と

しております。 
 
（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 
 税抜方式であります。 

② 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準  

当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用して

おります。これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しており

ます。 
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③ １株当たり情報 

当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

なお、従来の方法により算定した場合の１株当たり当期純損失は４円９０銭であり、１株当たり純資産額は３１

５円９０銭であります。 

 

４．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易 

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短 

期投資からなっております。 
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５． セ グ メ ン ト 情 報  

１．事業の種類別セグメント情報 

     (単位 百万円) 
 

当連結会計年度 
自 平成 14年 4 月  1日 
至 平成 15年 3 月 31日 

 

 軸 受 
自動車 
関連部品 

精密機器
関連製品 

その他 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        
 売上高        

(１) 外部顧客に 
対する売上高 

321,960 150,663 34,898 15,297 522,820       － 522,820 

(２) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 4,682 4,682 (4,682) － 

    計 321,960 150,663 34,898 19,980 527,502 (4,682) 522,820 
 営 業 費 用 299,817 146,402 41,189 18,854 506,264 (1,291) 504,972 
 営業利益又は営業損失(△) 22,142 4,260 △6,290 1,126 21,238 (3,391) 17,847 

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

       

 資   産 344,101 108,052 53,465 18,457 524,077 69,021 593,098 
 減価償却費 21,245 4,618 3,561 462 29,886 (1,074) 28,812 
 資本的支出 18,560 4,243 1,018 267 24,089 (710) 23,378 

 

     (単位 百万円) 
 前連結会計年度 自 平成 13年 4 月  1日 

至 平成 14年 3 月 31日 
 

 軸 受 
自動車 
関連部品 

精密機器
関連製品 

その他 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        
 売上高        

(１) 外部顧客に 
対する売上高 

302,360 128,168 33,974 16,398 480,902       － 480,902 

(２) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 10,529 10,529 (10,529) － 

    計 302,360 128,168 33,974 26,928 491,432 (10,529) 480,902 
 営 業 費 用 291,075 127,784 39,302 25,123 483,286 (6,331) 476,954 
 営業利益又は営業損失(△) 11,285 383 △5,328 1,805 8,145 (4,198) 3,947 

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

       

 資   産 349,890 103,790 58,798 22,746 535,226 107,596 642,823 
 減価償却費 20,160 4,264 3,789 326 28,541 (1,005) 27,536 
 資本的支出 28,312 4,586 5,350 105 38,355 (1,285) 37,070 

 
（注）１．各事業区分の主要製品は、１．企業集団の状況に記載しております。 
   ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 
             当連結会計年度    ３，７２８百万円 
             前連結会計年度    ３，９１８百万円 
    であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
   ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 
             当連結会計年度   ７５，９７６百万円 
             前連結会計年度  １１８，７４２百万円 

      であり、その主なものは、余剰資金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）であります。 
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２．所在地別セグメント情報                                  (単位 百万円)   

  当連結会計年度  自 平成14年4月  1日 

至 平成15年3月31日 

 

  

日本 

 

米州 

 

欧州 

 

アジア 

 

計 

消 去

又は全社 

 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

(1)外部顧客に 

対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

 

 

319,465 

 

76,069 

 

 

77,083 

 

302 

 

 

81,483 

 

3,517 

 

 

44,786 

 

12,715 

 

 

522,820 

 

92,605 

 

 

－ 

 

(92,605) 

 

 

522,820 

 

－ 

  売上高又は振替高        

計 395,535 77,386 85,001 57,502 615,425 (92,605) 522,820 

営業費用 378,368 75,387 87,352 52,960 594,068 (89,095) 504,972 

営業利益又は営業損失(△) 17,167 1,999 △2,351 4,541 21,357 (3,510) 17,847 

Ⅱ 資     産 517,116 59,500 76,131 58,971 711,719 (118,620) 593,098 

 

                                  (単位 百万円) 

  前連結会計年度  自 平成13年4月  1日 

至 平成14年3月31日 

 

  

日本 

 

米州 

 

欧州 

 

アジア 

 

計 

消 去 

又は全社 

 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

(1)外部顧客に 

対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

 

 

291,088 

 

75,635 

 

 

73,021 

 

316 

 

 

76,472 

 

3,360 

 

 

40,319 

 

13,439 

 

 

480,902 

 

92,752 

 

 

－ 

 

(92,752) 

 

 

480,902 

 

－ 

  売上高又は振替高        

計 366,724 73,338 79,833 53,759 573,655 (92,752) 480,902 

営業費用 358,711 71,373 86,492 50,129 566,707 (89,752) 476,954 

営業利益又は営業損失(△) 8,012 1,965 △6,659 3,630 6,948 (3,000) 3,947 

Ⅱ 資     産 501,589 70,769 84,462 61,523 718,345 (75,521) 642,823 

 
(注) １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２． 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
        米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 
        欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 
        アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 
   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 
             当連結会計年度    ３，７２８百万円 
             前連結会計年度    ３，９１８百万円 
     であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 
             当連結会計年度   ７５，９７６百万円 
             前連結会計年度  １１８，７４２百万円 
     であり、その主なものは、余剰資金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）であります。 
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３．海外売上高 

                                           (単位 百万円) 

 
当連結会計年度 

自 平成14年4月  1日 

至 平成15年3月31日 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 海外売上高 

 

８１，７８５ 

 

８１，４１８ 

 

８０，３５６ 

 

２４３，５６０ 

 

Ⅱ 連結売上高 

    

５２２，８２０ 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合 

％ 

１５．６ 

％ 

１５．６ 

％ 

１５．４ 

％ 

４６．６ 

   

(単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成13年4月  1日 

至 平成14年3月31日 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 海外売上高 

 

７６，４９５ 

 

７６，９６４ 

 

６９，８１８ 

 

２２３，２７８ 

 

Ⅱ 連結売上高 

    

４８０，９０２ 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合 

％ 

１５．９ 

％ 

１６．０ 

％ 

１４．５ 

％ 

４６．４ 

 

  
 (注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
    ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
    ３．各区分に属する主な国又は地域 
        米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 
        欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 
        アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 
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６ ． 生 産 ・ 受 注 及 び 販 売 の 状 況  

 

販 売 実 績          

                                                                  (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日  
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日  
至 平成14年3月31日 

                       
  製 品 別             

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

軸 受 321,960 61.6% 302,360 62.9% 6.5% 

自 動 車 関 連 部 品 150,663 28.8% 128,168 26.7% 17.6% 

精 密 機 器 関 連製品 34,898 6.7% 33,974 7.0% 2.7% 

そ  の  他 15,297 2.9% 16,398 3.4% △6.7% 

合 計 522,820 100.0% 480,902 100.0% 8.7% 
 
  
(注)1.当社の製品は多品種であり、適切な数量表示が困難なため金額のみによって表示しております。 
  2.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
       
 

生 産 実 績          

                                                                  (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日  
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日  
至 平成14年3月31日 

                       
  製 品 別             

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

軸 受 287,747 64.5% 260,195 66.7% 10.6% 

自 動 車 関 連 部 品 123,810 27.8% 97,332 25.0% 27.2% 

精密機器関連製品 34,184 7.7% 32,446 8.3% 5.4% 

 そ の 他 174 0.0% - - - 

合 計 445,916 100.0% 389,974 100.0% 14.3% 
 
      
(注)1.金額は平均販売価格によっております。 
  2.上記生産実績は外注加工費及び購入部品費を含んでおります。 
  3.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
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受 注 の 状 況           

   当社は主として受注による生産を行っておりますが、一部見込みによる生産を行っております。 

   受注状況は次のとおりであります。 

 

(１)受注高                                                             (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日  
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日  
至 平成14年3月31日 

                       
  製 品 別             

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

軸 受 342,065 62.8% 298,048 65.0% 14.8% 

自 動 車 関 連 部 品 168,958 31.0% 132,244 28.9% 27.8% 

精密機器関連製品 32,916 6.1% 27,612 6.0% 19.2% 

 そ の 他 357 0.1% 525 0.1% △31.9% 

合 計 544,298 100.0% 458,430 100.0% 18.7% 

 

(２)受注残高                                                           (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日  
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日  
至 平成14年3月31日 

                       
  製 品 別             

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

軸 受 48,924 64.4% 49,908 67.3% △2.0% 

自 動 車 関 連 部 品 21,612 28.5% 18,137 24.5% 19.2% 

精密機器関連製品 5,216 6.9% 6,049 8.2% △13.8% 

 そ の 他 155 0.2% - - - 

合 計 75,908 100.0% 74,095 100.0% 2.4% 
 
(注) 1.金額は平均販売価格によっております。 
   2.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
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７．有価証券 

 
 
 
 
 

１．当連結会計年度 
 
（１）その他有価証券で時価のあるもの（平成 15 年 3月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

当連結会計年度 (平成 15 年 3 月 31 日) 

連結貸借対照表 種    類 
取得原価 計 上 額 差  額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)    

① 株 式 10,143 20,672 10,528 

② 債 券    

   国債・地方債等 9 9 0 

   社 債 148 150 1 

   その他 50 50 0 

③ その他 9 10 1 

小  計 10,361 20,894 10,532 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)    

① 株 式 13,616 11,846 △1,770 

② 債 券    

   国債・地方債等 - - - 

   社 債 229 225 △4 

   その他 1 1 - 

③ その他 392 303 △88 

小  計 14,241 12,377 △1,864 

合  計 24,602 33,271 8,668 
 
 
 
（２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3月 31 日） 

（単位 百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額    
7,227 3,310 110 

   
 
 
（３）時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 15 年 3月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

内  容 連結貸借対照表計上額  
 その他有価証券    

非上場株式・出資金等（店頭売買株式を除く） 2,824 
  

非上場債券 1,000 
  

マネー・マネージメント・ファンド等 17,276 
  

合  計 21,100 
  

 
 
（４）その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

（単位  百万円） 

区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

債 券     
 国債・地方債等 - 10 - - 

 社 債 234 99 545 - 

 その他 51 - - - 

合  計 285 109 545 -  
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２．前連結会計年度 
 
（１）その他有価証券で時価のあるもの（平成 14 年 3月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

前連結会計年度 (平成 14 年 3 月 31 日) 

連結貸借対照表 種    類 
取得原価 計 上 額 差  額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)    

① 株 式 23,524 60,503 36,978 

② 債 券    

   国債・地方債等 9 9 0 

   社 債 59 60 0 

   その他 50 50 0 
 ③ その他 79 91 11 

小  計 23,722 60,715 36,992 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)    

① 株 式 22,202 17,132 △5,070 

② 債 券    

   国債・地方債等 - - - 

   社 債 369 351 △17 

   その他 1 1 - 

③ その他 1,016 984 △32 

小  計 23,591 18,470 △5,120 

合  計 47,313 79,186 31,872 
 
 
（２）前連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3月 31 日） 

（単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額    
2,615 375 61 

   
 
 
（３）時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 14 年 3月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

内  容 連結貸借対照表計上額  
 その他有価証券    

非上場株式・出資金等 2,359 
  

非上場債券 1,000 
  

マネー・マネージメント・ファンド等 30,686 
  

合  計 34,045 
  

 
 
（４）その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

（単位  百万円） 

区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

債 券     
 国債・地方債等 10 - - - 

 社 債 50 333 
 

545 - 

 その他 1 50 - - 

合  計 61 383 545 - 
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８．退職給付 
 

１．採用している退職給付制度の概要 
当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度等の年金制度及び退職一時金
制度を設けております。また、一部の海外連結子会社では確定給付型の制度を設けております。なお、
当社は退職給付信託を設定しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 
                                                  （単位 百万円） 

 当連結会計年度 
平成 15 年 3 月 31 日現在 

前連結会計年度 
平成 14 年 3 月 31 日現在 

①退職給付債務 △１２８，０６１ △１１９，３００ 
②年金資産 １００，４２３ ９３，５８７  
③未積立退職給付債務 ①＋② △２７，６３７ △２５，７１３  
④未認識数理計算上の差異 ３５，０５６    １１，４７２ 
⑤未認識過去勤務債務 ９２０ １，０９９  
⑥連結貸借対照表計上額純額 ③＋④＋⑤ ８，３３８ △１３，１４１ 
⑦前払年金費用 １４，８４２ － 
⑧退職給付引当金 ⑥－⑦ △６，５０３   △１３，１４１ 

 

３．退職給付費用に関する事項 
                                                   （単位 百万円） 
 当連結会計年度 

自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

①勤務費用 ４，８３８     ５，０６１  
②利息費用 ２，８４８ ２，７１０ 
③期待運用収益 △２，４７５ △２，１７６ 
④数理計算上の差異の費用処理額 １，１４３       ４７０ 
⑤過去勤務債務の費用処理額 １７５ ２２３ 
⑥簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額 １５１ － 
⑦退職給付費用 ①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥ ６，６８０  ６，２８９ 

   

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 

 当連結会計年度 
平成 15 年 3 月 31 日現在 

前連結会計年度 
平成 14 年 3 月 31 日現在 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 
②割引率 主として 2.2% 主として 3.0% 
③期待運用収益率 主として 3.0% 主として 3.0% 
④過去勤務債務の額の処理年数   主として 5年   主として 5年 
⑤数理計算上の差異の処理年数   主として 10 年   主として 10 年 
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９．税効果会計 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
  当連結会計年度  前連結会計年度  
      

繰延税金資産      

 退職給付引当金 
 損金算入限度超過額 

 
13,284 百万円 14,549 百万円 

 固定資産─連結会社間内部利益  2,531  3,036  
 未払労務費等  2,277  2,157  
 税務上の繰越欠損金  24,046  12,605  
 賞与引当金損金算入限度超過額  2,684  1,591  
 棚卸資産─評価減及び連結会社間内部利益  1,179  2,745  
 投資有価証券評価損  852  5,830  
 その他  3,698  2,676  
繰延税金資産小計  50,553  45,193  
評価性引当額  △15,046  △18,856  
繰延税金資産合計  35,506  26,336  

      
繰延税金負債      
 減価償却費  △5,678  △5,551  
 固定資産圧縮積立金  △1,737  △2,007  
 その他有価証券評価差額金  △3,459  △7,436  
 退職給付信託設定益  △13,513  △8,903  
 その他  △2,746  △2,581  
繰延税金負債合計  △27,135  △26,480  

      
繰延税金資産（負債）の純額  8,371  △143  

 
２．国内の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 
の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
国内の法定実効税率  42.0 ％ 42.0 ％ 
 (調整)      

 会計上認識されない子会社の欠損金の税効果  △122.6  △35.9  

 税率変更の影響  △7.7   ―  

 子会社の欠損金を除く評価性引当金の変動  197.0  △51.4  

 交際費等永久に損金算入されない項目  △63.9  △40.6  

 受取配当金等永久に益金算入されない項目  15.8  2.9  

 海外子会社での適用税率の差異  △31.7  0.6  
 連結調整勘定の償却額   ―  △1.6  
 会計上認識しない棚卸資産 
  ―連結会社間内部利益の税効果 

 
△74.8 

 
△1.0 

 

 その他  0.3  15.5  
税効果会計適用後の法人税等の負担率  △45.6  △69.5  

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
 平成１６年４月１日以降解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に
使用した法定実効税率は、前期42.0％、当期40.0％であり、当連結会計年度における税率変更により、
繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が１１百万円増加し、当連結会計年度に
費用計上された法人税等の金額が１６４百万円増加しております。 
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１０．関連当事者との取引 
 
 
    重要な取引が無いため、その記載を省略しております。 
 
 
 



平成15年5月13日
日本精工株式会社

1. 決算概要1. 決算概要1. 決算概要1. 決算概要
平成14年3月期

（単位：百万円） 対前期比 対前期比

売上高 480,902 522,820 108.7% 492,000 94.1%
営業利益 3,947 17,847 452.1% 22,000 123.3%
経常利益（損失） △ 3,164 10,821 ― 16,500 152.5%
税引前当期純利益（損失） △ 10,324 △ 2,127 ― 17,000 ―
当期純利益（損失） △ 17,696 △ 2,670 ― 8,000 ―
一株当り当期純利益（損失）（円） △ 31.79 △ 5.22 ― 14.83 ―
連結子会社数 74 76 ―
国内 22 23 ―
海外 52 53 ―
期末従業員数（人） 22,337 20,351 ―
国内 9,494 8,336 ―
海外 12,843 12,015 ―

2. 事業の種類別セグメント売上高2. 事業の種類別セグメント売上高2. 事業の種類別セグメント売上高2. 事業の種類別セグメント売上高
平成14年3月期

（単位：百万円） 対前期比 対前期比

軸受 302,360 321,960 106.5% 317,000 98.5%
自動車関連部品 128,168 150,663 117.6% 122,000 81.0%
精密機器関連製品 33,974 34,898 102.7% 42,000 120.4%
その他 26,928 19,980 74.2% 11,000 55.1%
消去又は全社 △ 10,529 △ 4,682 ― ― ―

480,902 522,820 108.7% 492,000 94.1%

3. 事業の種類別セグメント営業利益3. 事業の種類別セグメント営業利益3. 事業の種類別セグメント営業利益3. 事業の種類別セグメント営業利益
平成14年3月期

（単位：百万円） 対前期比 対前期比

軸受 11,285 22,142 196.2% 20,000 90.3%
自動車関連部品 383 4,260 ― 4,000 93.9%
精密機器関連製品 △ 5,328 △ 6,290 ― 1,500 ―
その他 1,805 1,126 62.4% 500 44.4%
消去又は全社 △ 4,198 △ 3,391 ― △ 4,000 ―

3,947 17,847 452.2% 22,000 123.3%

合  計

合  計

平成15年3月期　連結決算補足説明資料平成15年3月期　連結決算補足説明資料平成15年3月期　連結決算補足説明資料平成15年3月期　連結決算補足説明資料

平成15年3月期

平成15年3月期 平成16年3月期予想

平成16年3月期予想

平成16年3月期予想

平成15年3月期

―　補足 1　―



4. 設備投資、減価償却費4. 設備投資、減価償却費4. 設備投資、減価償却費4. 設備投資、減価償却費
平成14年3月期

（単位：百万円） 対前期比 対前期比

軸受 28,312 18,560 65.6%
自動車関連部品 4,586 4,243 92.5%
精密機器関連製品 5,350 1,018 19.0%
その他 105 267 254.3%
消去又は全社 △ 1,285 △ 710 ―

37,070 23,378 63.1% 24,000 102.7%

減価償却費 27,536 28,812 104.6% 28,800 100.0%
（注1）設備投資額の平成16年3月期予想は、有形固定資産のみへの投資額。
（注2）減価償却費の平成16年3月期予想は、有形固定資産のみの減価償却費。

5. 研究開発費5. 研究開発費5. 研究開発費5. 研究開発費
平成14年3月期

（単位：百万円） 対前期比 対前期比

軸受 4,768 5,023 105.3%
自動車関連部品 1,951 2,094 107.3%
精密機器関連製品 1,316 1,189 90.3%
その他 0 0 ―

8,035 8,307 103.4% 8,600 103.5%

6. 為替換算レート6. 為替換算レート6. 為替換算レート6. 為替換算レート
期中平均レート　　（単位：円） 平成14年3月期 平成15年3月期
US＄ 121.50 125.33 118.00
ユーロ 108.63 117.93 120.00
STG 175.27 187.99 192.00

期末レート　　　　（単位：円） 平成14年3月期 平成15年3月期
US＄ 131.95 119.90 118.00
ユーロ 116.51 125.08 120.00
STG 191.53 192.44 192.00

以　上

平成16年3月期予想

合  計

平成15年3月期

平成16年3月期予想

平成16年3月期予想

平成16年3月期予想

合  計

平成15年3月期

―　補足 2　―


